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内 容 梗 概
　　本論文は，ロランシステムにおける測位精度改善に関する研究成果をまとめたもので

あり，以下の６章から構成されている．

　第１章は序論であり，本論文に関する研究分野について言及し，本研究の背景と目的を

明らかにしている．

　第２章では，ロランシステムの測位原理および本システムの測位に影響を与える誤差を

明らかにすることにより，本論文の目的であるロランシステムにおける測位精度の改善に

関して必要とされる基本原理やその問題点について述べている．

　第３章では，ロランシステムで用いられてる 帯の電磁波の伝搬特性について，はじ

めにパルス波の伝搬速度を規定する位相速度と群速度を述べ，次にこれら 帯における

電磁波の伝搬を自由空間中から地表波の伝搬について述べ，均一伝搬路および複合伝搬路

を伝搬する場合の伝搬路特性を計算する方法を明らかにしている．

　第４章では，波形ひずみ測度として半波長差 を提案し，従来から用いられ

ている包絡線 位相差 とともにこれら波形ひずみ測度に対して伝搬時間遅延量が強

い相関を持つことを簡易伝搬路，一般的な均一伝搬路において数値計算によって示す．次

に，複合伝搬路に対し適用した結果から，受信パルス波形の波形ひずみ測度である

および を計測することによって絶対測位誤差を減少させ，測位精度を改善でき

ることを明らかにしている．

　第 章では，第４章で述べた波形ひずみ測度に関する実際の計測方法を幾つか述べた後

に，これらの方法によって計測を行った場合に考えられる波形ひずみ測度の雑音特性を明

らかにする．さらに，これらの計測された波形ひずみ測度から遅延時間を補正するシステ

ムを提案し，そのシステムを構築するための基礎的な実験結果も併せて述べている．

　第６章は結論であり，本研究で得られた成果を総括している．
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第 章 序論

　本論文はロランシステムにおける測位精度改善に関する研究成果をまとめたものであ
る．
　 とは一般的に日本では”航海”あるいは”航法”と訳され，広義には移動体
の運航，管理，制御に関する技術全般および， としての人間，船舶あるいは航空
機などのものおよびそれらを取り巻く環境との有機的な関係において人間が自主的かつ主
体的に判断することで最適な行動を保とうとする連続的かつ継続的な の人間活
動のプロセスを意味する が，狭義には測位を意味している．この狭義の
である測位の歴史は非常に古く，太古から沿岸海域では陸上の物標（島や山など：地文航
法 と呼ぶ）を用いて，大洋においては天体（太陽や星など：天文航法 と呼ぶ．）を
用いた測位が行われてきた．近年電磁波の利用が急速に高まるにつれてこの電磁波を利用
した測位システム（電波航法システム と呼ぶ．）が多く開発されてきた．
　この電波航法システムには，地上系には 年中頃に英国で開発された 帯
の ，同時代に米国で開発された ， 年代に開発された 帯の

などがあり ，衛星系としては 年中頃に運用が開始された
， 年代に開発され近年非常に多用され

ている
などがある ．各システムは各々に長所と短所を持っており，

に関して必要とされる高精度，高信頼でかつ世界的な利用領域の全てを満足するシステム
はまだ存在していない．現在用いられている地上系の航法システムの比較を表 に、ま
た衛星系の航法システムの比較を表 に示す．
　これら航法システムを評価するために様々な指標が考えられているが，一般的には信

頼性 ，完結性 ，精度 および利用可能範囲 の
つの項目に関して総合的に評価される．上記の地上系のシステムはこれら評価指標のう
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表 地上系航法システムの比較
周波数 測位方式 利用可能域 海里 精度

～ パルス到達時間差 以内
～ 位相差

～ 位相差 全世界

～ 電波の到来方位

距離

表 衛星系航法システムの比較
周波数 測位方式 利用可能域 海里 精度

～ スペクトラム拡散方式 全世界 ～

による距離測定

～ 衛星移動に伴う 全世界 ～

ドップラーシフト



ちで信頼性と完結性に優れ，一方衛星系は精度と利用可能範囲に優れている．しかしなが
ら，この つの指標の全ての点で満足される航法システムは今だ存在していないのが現状
である。そこで，理想的な航法システムの実現に向けて現在利用されているシステムを用
いようとすると，それぞれの長所を生かし，短所を補うような地上系と衛星系のシステム
のハイブリッド化が考えられ，衛星系では現在最も多く用いられている システムを
地上系では上記の 指標から総合的に判断した結果 システムを用いることが
考えられる．しかしながら，両システムの測位精度が大きく異なっていることから，これ
ら つのシステムを直ちにハイブリッド化することは困難である．そこで，これらのシス
テムのハイブリッド化に向けて の測位精度を改善する様々な方法が考えられ
ているが，それらの手法は何れもテーブルあるいはマップを用いて の測位精
度を改善させるものであり，種々の変化に適応しておらず十分であるとは言えない．そこ
で本論文では将来的にはこのハイブリッド航法システムを理想的な航法システムと位置付
け，このシステム実現のために の測位精度を改善する方法を提案しその手法
に対する様々な検討を行った結果を述べる．
　 とは の略で，船舶や航空機用の長距離用の電波航
法システムである．開発当初の 年代は と呼ばれ送信周波数 を用い
たシステムであったが， 年後半送信周波数を で位相整合を行うことで高精
度化と利用可能域の拡大を目的として の開発がなされ ，今日用いられてい
るシステム（以下では システムをロランシステムと呼ぶ。）となった ．こ
の測位原理は陸上にある複数の固定局が の搬送波をもつパルスを時間的な同期を
保ちながら送信し，その送信されたパルスの到達時間差を利用者の受信機で測定するこ
とを基本としている．このシステムの測位利用可能域は，既に日本近海，北米，ヨーロッ
パ西岸等，北半球の海岸線付近の大半をカバーするように設置されており，今もヨーロッ
パおよびアジア地域で拡大されつつある ．また，その測位精度は再帰性精度で ～

，絶対精度で ～ と言われている ．再帰性精度は送信局におけるパル
ス送信タイミングの制御による誤差，受信信号の ，送受信局の幾何学的配置による

等に，また絶対精度は測位計算に用いられる送
受信局間のパルス伝搬速度の推定誤差に起因するものである ．
　ロランシステムは従来海上で単独に使用される測位システムであったが，現在その利用
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は航空機，自動車などの測位用として，また の故障モニターとして用いられている．
そこで，ロランシステムによる測位精度をより高精度に改善することができれば，測位結
果が非常に安定していると言うこのシステムの最大の利点を生かして測位システムのさ
らに頑強なシステム構成が可能となる．
　その改善法の一つとして絶対精度を再帰性精度に近づけることが考えられる．現在こ
のために二つの方法が考えられている．一つは米国近接域で用いられている方法で導電
率マップに基づく伝搬路モデルから補正値を数値計算で求め，その結果を補正表あるいは
補正図にまとめた後，これらの図あるいは表の数値から伝搬時間補正（

を行う方法 であり，他の一つは日本近海において考えられ
ている方法で，各送信局から受信局までの陸上伝搬距離長に比例するような補正値を求
め，米国と同様に補正図を作成し，それを用いて補正する方法 である．しかしなが
ら，この日本近海域の補正図はまだ研究段階で一般利用者には利用されていない．また，
上述の両補正法では受信機内に補正値を保持するか，利用者が補正のための表あるいは図
を必要とする．更に固定の補正値であるために，季節的な変化などのように伝搬路状態の
変化に適応する補正は不可能である．
　ロランシステムの送信パルス波は ～ の帯域内に ％以上の電力が集中して
いるが， の帯域幅を有しているために，その伝搬速度は単一周波数で記述される位
相速度とは異なる．すなわち，その伝搬速度は信号帯域内の伝搬路特性に依存し，伝搬路
の周波数特性である振幅の非平坦性あるいはその位相の非直線性により，伝搬するパルス
波の伝搬速度が異なる．ロランシステムでは測位計算を行う上で，海上伝搬をもとにした
一定な課程伝搬速度（ における位相速度）を用いている ことから，このさま
ざまな伝搬路による伝搬速度の変化は測位誤差の原因となる伝搬時間の遅延（伝搬時間遅
延）を引き起こし，それと同時に受信パルス波形自体に異なる波形ひずみを与える．
　本論文では，この伝搬時間の遅延を補正するために伝搬に伴うパルス波形ひずみ測度と
して と を
用い，絶対誤差要因であるパルス伝搬速度の推定誤差（伝搬時間遅延量）をこの測度によ
り補正する方法を与え，実験的にその補正が可能であることを示す． 更に，伝搬時間遅
延量を推定するために新しいパルス波形ひずみ測度として を提案し，これを用
いて伝搬時間遅延量を推定する方法を与え，本方法による絶対誤差補正の公かについて考



察すると共に，米国で用いられているパルス伝搬時間遅延量推定のための混合伝搬路モデ
ルに類似した伝搬路に本手法を適用し，その有効性を検証する．
　以下２章では，ロランシステムの測位原理および本システムが有する測位誤差について
考察することにより，そのシステムにおける測位上の問題点を明確にしている．測位原理
ではまず始めにシステムの概要を述べ，次に測位のために最も重要と考えられる地表上の
距離計算法を示す．さらに送信局で送信するパルス波形を詳細に述べ，現在用いられてい
る最も一般的な受信機の構成およびパルス到達時間基準点の決定法を示している．測位誤
差は幾何学的誤差，機器による誤差，伝搬に伴う誤差の 種類に分類し，各誤差について
定性的および定量的に評価する．最後に，本システムの精度として考えられる絶対精度と
再帰性精度に影響を与える誤差について考察し，絶対精度を再帰性精度に近づけるための
補正法について検討している．
　第３章では，ロランシステムで用いられる 帯パルス波の伝搬特性について論じてい
る．始めに，パルス波の伝搬速度に関連して伝搬媒質の分散性によって生ずる位相速度と
群速度の違いを示す．次に， 帯の電磁波の伝搬特性について自由空間中の伝搬から均
一な伝搬路における地表波の伝搬を述べ，この地表波伝搬において種々の伝搬路を伝搬
する場合に伝搬路の分散性から波形のひずみと伝搬時間遅延が生ずることが考えられる．
この伝搬路の分散性を二次因子と称し，一般的な伝搬路における二次因子の特性を明らか
にしている．最後に，均一伝搬路を数種類の複合伝搬路に拡張する手法を述べると同時に
この複合伝搬路の特性を示している．
　第４章では，３章で与えられた種々の伝搬路の任意の点において受信されるパルス波形
を与える計算法を述べ，得られたパルス波形を伝搬時間遅延量およびパルス波形歪みに
よって評価している．ここでは，まず様々な伝搬路に対して受信パルス波形を得るために
必要な数値計算法を与え受信パルス波形を導いている．次に，この解法の妥当性を検証す
るために解析が容易な簡易伝搬路特性を仮定し，本論文で与えている数値計算法と近似解
析解から得られる両パルス波形の伝搬時間遅延量を比較検討することで本提案手法の妥当
性が検証されている．さらに，３章で与えられた一般的な均一伝搬路に本手法を適応し，
均一伝搬路の特性を明らかにしている．次に，パルス波形ひずみ測度として従来から用い
られている包絡線 位相差 および本論文で提案する半波長差 の定義を
行っている．また，上述の方法と同様に仮定した簡易伝搬路特性において数値計算と近似
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解析解結果を比較することにより，ひずみ測度の観点から本提案手法を評価し妥当性を検
証している．さらに，波形ひずみ測度をこれを一般的な均一伝搬路および複合伝搬路に適
用し次の３点を明らかにしている．一点は，一般的な均一伝搬路を伝搬するパルス波形の
ひずみ測度と伝搬時間遅延量が非常に強い相関性を有し，一次および二次回帰式により補
正が可能である．もう一点は波形ひずみ測度では従来から用いられている よりも本
論文で提案する の方が伝搬時間遅延量との相関がより強く補正効果の面で非常
に優れていることである．最後の点は，複合伝搬路に本手法を適用した結果から，波形ひ
ずみ測度による伝搬時間遅延量の補正は相当な効果が期待でき，本手法によりロランシス
テムにおける絶対誤差を改善するための有効な手法であることを示している．
　第 章では， つの波形ひずみである および の具体的な計測方法を述
べ，これらの計測法により波形ひずみを計測した場合に考えられる雑音特性を明かにして
いる．さらに，ロランシステムにおける絶対測位精度を改善するために必要な補正システ
ムを提案し，併せて今まで行ってきたロランシステムにおける絶対測位精度を改善に関す
る実験の概要およびその結果をまとめて述べる．
　第６章は結論であり，本研究で得られた成果を総括している．



第 章 ロランシステム

緒言
ロランシステム は船舶および航空機用の長距離航法システムの一つである．

この測位システムの特徴は送信局が地上ベースに設置されていることから常時安定した
測位が期待でき，自国でその管理運営がなされていることにある．もちろん測位精度の点
では に劣るが 帯を用いていることから信号自体は非常に安定しており，その位
置の再帰性精度は他の電波航法システムに比べて非常に優れていると言える．
　本章では，このロランシステムの測位原理を述べ，次に本システムが抱えている測位誤
差について考察することにより本論文の目的であるロランシステムにおける測位精度の
改善に関して必要とされる基本的な知識を数多く示し，その問題点を明確にする．

測位原理

システム概要

本システムは同期された２局からのパルス波の到達時間差を計測し，その計測した時
間差から仮定伝搬速度を用いて距離差を求めることを基本原理としている．したがって，
２局からのパルス波によって求まる位置の線 はその２局を焦点と
する地表上に展開される双曲線となる．２局間の送信タイミングの同期法は一方の局を
主局 ，他方を二次局 と称す．
まず始めに主局がパルスを送信する．二次局はこの主局からのパルスを受信した後に，あ
る一定の時間だけの遅れ時間 の後パルスを送信する．（この主局がパル
スを送信した後に二次局がパルスを送信するまでの時間を と呼ぶ．）
そこで利用者は主局と二次局のパルスを受信した後に，その時間差から計測し を計測
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表 の概要
送信局名 位置 送信電力

新島 ゜

主局 ゜

慶佐次 沖縄 °

二次局 ゜

南鳥島 ゜

二次局 ゜

十勝太 北海道 ゜

二次局 ゜

れており，この主局と二次局の組はチェーンと呼ばれている．そこで，隣接するチェーン
を識別するために各チェーンには個別のパルス繰り返し周期が割り当てられおり，受信機
内で自動チェーン識別が行われている．図 に日本近海にある
の送信局配置 を，また本チェーン内の送信局の概要を表 に示す．
さらに，主局と二次局の区別は送信パルスの個数で識別し，主局は 本，二次局は 本
としており，複数二次局の識別は各二次局に異なり重なることのない を割り当てるこ
とで可能としている．この主局と二次局の送信パルスを図 に示す．

地表上の距離計算法

地表上の２点間の距離は地球の形状をどのように考えるかで異なる．一般的には，始め
に地球を真球と見なし２点間の大圏（球面上の２点間の最短距離）を求め，次に地球を極
に対して赤道が膨らんだ回転楕円体と見ることでこの大圏に対する補正を施すことで得ら
れる．２点を ， とし，これらの地表上のそれぞれの緯度を ， ，経度を ，
とすると，地表上の 点 ～ 間の距離 は次式で与えられる ．
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表 測地系
測地系 年代 赤道半径 離心率

但し， は地球の赤道半径を示す．次に回転楕円体による補正項 は

で与えられ， は地球の離心率を示す．
　現在では地球の形状を記述するために人工衛星を用いて得られた測地系が用いられてお
り，ロランあるいは で用いられている測地系は で
ある．表 に過去の主な測地系とその基準値を示す．日本の測地系
は東京の基準点を基準とした 測地系を用いていることから日本の海図あるいは地
図に対して で得られた緯度，経度は測地系の変換が必要となる．この変換は日
本近海では緯度，経度ともに ～ 秒程度である． 測地系による２点間の距離
誤差は各地のジオイド高が影響するが，日本近海で考えると数 以内に収まっており，ロ
ランシステムの測位精度にほんの少しではあるが影響を与える．

送信パルス波形

ロランシステムの送信パルス波形は送信局におけるアンテナ電流 として次式の
ように与えられている ．
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但し， は送信出力にかかわる定数， は定数 ， は時間 ， は搬送波角周波
数 とする．この送信パルスの時間基準点

は空間波の影響を受けないようにパルス立ち上がりから サイクル目
後方 の零位相点であり，その基準点における包絡線 は
特異点となるように基準パルスが定められている．そこで，受信電界 は次式と
なる．

　

送信パルス波形を図 ， 受信機で用いられるパルス到達時間の基準点 ，
を図 に示す．また，式 から得られる受信パルス波形の周波数スペクトルは次式で
与えられ，

その電力・位相スペクトルを図 に示す．

受信機構成

開発当初から 年中期までの受信機はブラウン管の画面上に受信パルス
を直接表示し，人が手動で主局と二次局のパルス間の時間差を計測する方式であった．計
測された時間差は 海図あるいは テーブルと一般海図が位置決めに用い
られ，計測および位置決めに非常に時間を要した．しかしながら， 年中期米国で自動
的に時間差を計測する半自動 受信機が開発され，その後マイクロコンピューター
の導入で利用者はチェーンと二次局の選択を行えば後は自動的に利用者位置の緯度，経
度を表示する全自動の受信機が市販された．さらに， 以上の米国内への入港船舶
に対して 受信機の強制装備が決まり，この 受信機に関する最低な
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はその平行四辺形の対角線として次式で与えられる．

但し， は位置の線の交角とする．また，各誤差 ， は平均値 ，標準偏差を ， で
正規分布するものと仮定し，各誤差間の相互相関係数を とすると，距離誤差 の標準偏
差 は

となる．
　次に，一本の位置の線として双曲線に含まれる誤差の概要を図 に示す．ある任意
の位置 の近傍において つの局 ， を焦点とする双曲線に誤差がある場合，その
真の双曲線と誤差を含む観測された双曲線間の距離を ， ， からのパルス時間差に
おける測定誤差を ，および における各局の挟角を とすると図 より次式が得ら
れる．

但し， はパルス伝搬速度とする．そこで，上式を 本の双曲線に拡張し， 式に代入
すると次式となる．

ここで，さらに幾何学的な精度を考察するために次の つの仮定を置く．

つの双曲線に含まれる誤差の統計量は平均値が で，同じ標準偏差 を持つ．
つの双曲線に含まれる誤差は統計的に独立とみなし， とする．

これらの仮定に従って上式は次のように簡単になる．
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機器による誤差

機器による誤差は計測されるパルス到達時間の基準点である が偏ったり変動した
りすることによって生ずる主として送受信局に関する誤差で，送信局ではパルスの送信タ
イミングおよび，送信パルス波形の制御に伴う誤差，受信機では受信したパルス波形を処
理するために生ずる誤差が考えられる．そこで，ここでは 送信局の時間同期および波
形制御誤差， 受信機の時間量子化誤差， 雑音による誤差， 受信パルスの振幅差によ
る誤差，でありこれらの誤差 について以下に述べる．

送信局の時間同期および波形制御誤差：
　ロランシステムの測位精度に影響を与える送信局間の時間同期は主として主局
二次局間の の制御とパルス波形の制御である．全ての チェーン内に
は数カ所に固定のモニター局 が設置されており，この

によって常時送信されたパルスの時間および波形がキャリブレーションされて
おり，その結果異常が生じた場合には直ちに送信局の制御を行っている．その精度は
時間差で時間平均± 以内，パルス波形のひずみの測度である

で± 以内で制御されており，もしも時間差で± ，
で± 以上となった場合には警報を発する．これらの誤差のシステム性能評価
結果から標準偏差で と示されている．
受信機の時間量子化誤差：
　受信機内で つのパルス波形の到達時間の差を計測する場合に生じる量子化誤差で
標準偏差で と示されている．
受信機雑音誤差：
　ロランシステムのパルス到達時間の基準点はパルス立ち上がりから サイクル目の
零位相点にある．そこで，その零位相点が雑音により乱されることによる．この誤差
は受信機内の位相追尾機能に依存し，次の式で与えられる．

但し， は受信機の位相追尾に関するループ加速度係数， は入力 ， はサン
プリングパルス数を表しており，一般的な利用可能領域内で標準偏差は入力 が
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わかれば求めることができる．
受信パルスの振幅差による誤差：
　現在用いられている 受信機はハードリッミターによりパルス追尾点の
決定を行っている．そこで，入力パルス信号の強度が変動することによりこのハード
リミッター出力の位相追尾点がランダムに変動する．この変動も上述の入力信号対雑
音比に依存するが，入力信号対雑音比が に対して標準偏差で 程度と評価さ
れている．

伝搬に伴う誤差

測位原理で述べたようにロランシステムはパルス到達時間差を計測し，それを伝搬速度
で距離差に変換することで地表上の双曲線である位置の線をえる．そこで，測位精度に影
響を及ぼす伝搬に伴う誤差は，計算で用いるパルス伝搬速度と実際の伝搬速度の差による
ものである．パルスの伝搬速度は信号帯域内の周波数に関する位相速度に依存することか
ら，各周波数における位相速度が変化することが伝搬に伴う誤差の要因である．電磁波の
位相速度の詳細は次章で述べるとして， 帯の電磁波の位相速度は次のように考えるこ
とができる．

基本位相速度 ：
　これは真空中の電磁波の位相伝搬速度で である．
一次位相係数 ：
　この係数は真空中の伝搬速度を地表大気中の電磁波の位相伝搬速度に修正するため
に必要な位相速度修正項であり，一般的には大気の屈折率に依存し標準大気を考える
場合にはこの一次位相係数を考慮した場合の位相速度は である．
二次位相係数 ：
　地表に沿って伝搬する地表波は大気中の伝搬より地表面が完全導体でないためにそ
の伝搬特性によって伝搬速度が遅くなる．ロランシステムの場合には海上伝搬を通常
の伝搬と仮定していることから，この二次位相係数は海上伝搬による位相遅れを示す
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量と考えれ，伝搬時間の修正には次の近似式 が用いられる．

但し， は海上伝搬による二次係数を考慮した場合の伝搬時間 ， は で得ら
れた伝搬時間 である．
付加二次位相係数 ：
　海上伝搬に比べて導電率の良くない陸上の伝搬により生ずる位相遅れを表す係数で
ある．通常各伝搬状態によって異なり，同じ陸上伝搬でも降雨および降雪にともなっ
て季節的な変動をすることから，詳細な数値を推定することが困難である．そこで，
本論文ではこの係数をパルス波形歪から推定する方法を述べる．
付加二次位相係数 ：
　これは陸上の形状に伴う位相遅れや，地形的な要因あるいは近傍の反射，輻射物に
よる影響等から位相速度に変化を生じることを考慮した係数であり，推定することは
二次位相係数よりも困難であるが，直接測位を行わない場所での誤差であり一般的に
は小さな値を持つと考えられる．

絶対精度と再帰性精度

ここでは各種測位用の航法システムを評価する上で，上記の誤差に対する評価と同時
にそれら誤差を総合的に見た精度的評価を行う．一般的に航法システムでは 種類の異な
る精度評価方法がある．一つは移動体が存在する地表上の位置を明確に緯度，経度および
高度で表現するような絶対精度評価であり，この精度には前に述べた全ての誤差が含まれ
る．もう一つは元の位置にどの程度の精度で帰ることができるかと言う再帰性精度であ
る．後者は，例えば一定の時間差で与えられる位置の線の上に航路を設定し移動体をその
位置の線上を航行させたり，あるいは何か測定装置をある場所に設置し計測を行った後に
その場所にどの程度の精度で帰ることができるかと言う精度を評価するものである．もち
ろんこの精度は絶対精度に比べて同じかそれより良い精度を示す． では移動してい
る衛星からの電磁波を計測することから，この つの精度評価は同じである．しかしなが
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らロランシステムは地上に設置された送信局を用いている異から，絶対精度に比べ再帰性
精度は相当に良いことが報告されている．ロランシステムにおいて再帰性精度に比べ絶対
精度が劣化する原因は，主として伝搬による誤差が含まれるためにあることから，この伝
搬による誤差を何らかの補正手段により取り除くことで，ロランシステムの精度は飛躍的
に良くなり と同等となり，システム的な安定性の面で に比べ優位に立っている
ロランシステムと を併用（ハイブリッド）することで，測位システムとしての信頼
性を向上させることができる可能性が十分にある．

結言
本章では，船舶および航空機用の長距離航法システムの一つであるロランシステムに関

して，その測位原理を述べ，ついで本システムが抱えている測位誤差について考察するこ
とにより，本論文の目的であるロランシステムにおける測位精度の改善に関して必要とさ
れる基礎的な概要を示し，その問題点を明確にした．
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緒言
周波数の利用効率の点から見ると周波数は高いほど広い帯域を使用でき，伝送される

情報量も多くとれることから，近年の伝搬に関する研究はより高い周波数へと移行し現
在では光通信システムに関する研究が盛んに行われている．そこで， 帯の電磁波の伝
搬特性は および の開発時期の 年代まで遡らなければならない．当
時，非常に多くの研究成果が発表あるいは公刊されている が，その主たるものは送
信局からどこまでその電磁波が利用できるかと言う電磁波の強度に関するものであった．
しかも計算機に頼らないで解析的な解を求めようとしたものが大多数である．
　 年米国の の はこれらの 帯
の伝搬を数値計算に適した形で求め，均一な地表上を伝搬する電磁波の振幅と位相を取り
扱った唯一の文献であり，以降 帯の伝搬に関して多くの貢献が見られる．
　そこで，本章ではまず始めに のパルス波の伝搬について必要とされる電磁波
の伝搬速度について位相速度と群速度 を述べ，次に上記の文献に従い 帯電磁波の
伝搬について解説し，最後に 帯の電磁波複合伝搬路を伝搬する場合に適した計算方法
を述べる．

位相速度と群速度

位相速度

電磁波の位相速度 は一定振幅の正弦波に含まれる特定の位相が伝搬する速度である．
ここで，まず正弦波として次式のように の正方向に進波を考える．
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但し， は波数と呼ばれ ， は波長とする．電気工学においては の代わりに が
用いられることが多く位相定数と呼ばれている．上式より，

また，周期 と角周波数 との関係は，

となることから，時間敵な周期に対しては が，空間的な周期に対しては が互いに
類似した役割を果たしている．
　ここで，周波数 と波数 との関係は分散関係と呼ばれている．例えば分布定数線路
において電信方程式を満たす電圧（または電流）の進行波の位相定数 は無損失の条
件が成り立っている場合には，

とななる．　一方，一次元格子を伝搬する波動の場合の分散関係式は

で与えられる．但し， は遮断周波数を示す．
　そこで， 式の位相が一定である点は，

であることから，この点における速度すなわち位相速度 は

より，

となる．
　そこで，無損失分布定数線路の場合における電圧進行波の場合には，
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となる．
　また，格子伝搬波動の場合における位相速度は，

となり， は の関数となる．この場合には異なる周波数の複数個の正弦波の合成である
ような波形は各要素波形の伝搬速度が異なるために，伝搬に伴い波形がくずれてしまいこ
れを分散性と呼ぶ．

群速度

周波数および波数のわずかに異なる次の二つの波を考える．

この二つの波が同一方向に進んで合成される場合を考え，

となり，上式では ， であるから は次の振幅，

を有し，搬送波は である振幅変調信号と考えることができ，その振
幅 は に関しても，また に関しても変化が緩やかである．
　非分散性媒質の場合には，

であることから，
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となり，包絡線（振幅）の移動速度と搬送波の移動速度が同じ であるので，振幅変調波
形の形が崩れることなく進行し，これを唸り と言う．この唸りの振幅が となる点
間の距離 は　式において を固定し， の変化にともなう位相の変化率が となる値を
求めれば良い．従って，

から，

となる．
　一方，分散性媒質の場合において包絡線の伝搬速度 は

となり，この を一定とする点の移動速度として

より

となる．同様にして搬送波のある位相の一定な点の移動速度は

となり， となり波形は崩れながら進むことになる．この とし
のときの は

となりこれを群速度と呼ぶ．
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帯地表波の伝搬

自由空間中の伝搬

　ここでは基本的なヘルツダイポールからの電磁波の輻射を考え，波源を表すソースベ
クトルを ，ヘルツベクトルを ，伝搬媒質の透磁率を ，波数を とする 方程
式から次のヘルムホルツの波動方程式が得られる．

また，ソースベクトル と電流源 は とし，境界面を無限大と考えるとこの方程
式の解であるヘルツベクトル は次のようになる．

但し， は時間， は距離， は真空中の光速， は媒質の屈折率を示す．
　ここで，電流源 に対し次の２つの仮定を置く．

アンテナは地表にて垂直に配置され，電流はアンテナ素子の有効長 に対して一様に
分布する．
アンテナ電流は角周波数 で正弦的に変動する．

そこで，球状地球の地表におけるソースベクトルは

　　

但し， は地球中心から外向きの単位ベクトル， は電流源の振幅を示し，電流源 とは
次の関係で与えられる．

そこで， での発信器の位相は だけ進むこととなる．
　真空中のヘルツダイポールから距離 の地表上におけるヘルツベクトルは次のように
なる．
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したがって，場の強さは周波数 と距離 の逆数となる．このヘルツベクトル の表現
によって，電磁波の電界と磁界の成分は次のように表される．

但し， は導磁率 ，透磁率 ，導電率 によって次のように与えられる．

以上から，電界のスカラー成分は次のように計算できる．

但し， は地球中心からの距離， は地表上における波源からの角距離を示す．

地表波の伝搬

　地表上の電磁波伝搬の取扱いは 年代 により求められ，次の２つの場の合
成（積）として与えられている．一つは一次場としてあたえられる自由空間における電界

であり，もう一つは二次因子 であり，次のように定義される．

ここで，

　　

但し，波数を表す は地表上における大気の値を示す．
　二次因子は一次場をみだすものとして，その場のスカラー電界 を用いて次式で定義
される．



帯地表波の伝搬

　次に，地表にそって数百 以上の距離における伝搬に関する位相の計算を行う．まず
一次場の式から得られる一次位相は次の式で与えられる．

二次因子を振幅成分と位相成分に分解し

とすると，全場の位相は

で与えられる．　地表上近傍における二次因子 あるいはヘルツベクトル の計算
は，数値計算が容易な形で球面地球の地表近傍における遠距離伝搬での垂直電界の近似解
により次の式で与えられている．

但し， ， はそれぞれ送信受信のアンテナ高， ， および は以下の式で与えら
れる．

但し， はハンケル関数を表す． は次のリカッチ方程式の解として与えられる．
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そこで次の近似式が成り立つ．
　　　　 の場合

　　　　 の場合

二次因子

前節で述べたように二次因子（ ）は地表と地表上の大気の状態によっ
て自由空間中の伝搬による一次場をどの程度擾乱するかを表す係数と見なされ，一般的
には地表および大気の伝搬定数と周波数に伴って変動する複雑な関数で示した．ここでは

らによって計算された前述の二次因子の計算結果に基づき，ロランシステム信
号の占有帯域を十分カバーするのに必要とされる ～ の狭帯域に限定しこの二
次因子がこの帯域内でどのような特性を有しているかを示し，さらにこの特性を近似した
場合の係数を与える．

複合伝搬路の特性
前節までは均一な伝搬路上を 帯の電磁波が伝搬する場合の伝搬路二次因子特性を述

べてきた．ここではこれらの異なる均一な伝搬路が複合して組み合わされる場合の伝搬路
の特性を求めるために 法 を述べる．

　この方法は により提案された異なる伝搬路特性を有する伝搬路を結合した
複合伝搬路の電界強度計算に用いられた半経験的 な計算法で，その後，

により位相の計算に拡張された手法である．説明を容易にするために，一例とし
て図 のように送受信局間で異なる互いに均一な３つの伝搬路を有する場合を考える．
ここで，伝搬路 ， ， はそれぞれ距離 ， ， ，振幅特性 ， ， および位相特
性 ， ， とし，全複合伝搬路の振幅および位相特性を ， とする．また，送信局







結言

結言
本章では，ロランシステムで用いられている 帯の電磁波の伝搬特性を明らかに
するために，ロランシステムのパルス波の伝搬について必要とされる電磁波の伝搬速度に
ついて位相速度と群速度を述べ，次に の
に基づき，これら 帯の伝搬を数値計算に適した形で与え， 帯電磁波の伝搬につい
て解説し，最後に 帯の電磁波複合伝搬路を伝搬する場合に適した計算方法を述べた．
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評価

緒言
地表波は伝搬路の特性，送信周波数によって振幅および位相に関する伝搬特性が異な

る．そこで， ～ の周波数を占有帯域としているロランシステムのパルス波形も
これらの伝搬路の特性に従って異なる速度で伝搬する．その伝搬路毎に異なる伝搬路は，
振幅特性が周波数に関して平坦でしかも位相特性が直線であればその伝搬路は非分散性
を有し受信パルス波形をひずませることはない．しかしながら，一般的な伝搬路は振幅特
性は平坦でなくしかも位相特性は非直線性を有する ．そこで，本章ではまず受信パ
ルス波形の導出方法を述べ，次いで振幅の非平坦性および位相の非直線性がロランパルス
が伝搬することによってパルス波形がひずみを生じていることを明らかにし，パルス波形
のひずみ測度を提案する ．さらに，前章で与えられた複合伝搬路を含む一般的な特
性を有する伝搬路を伝搬した後にどの程度の伝搬時間遅延を生じており，それと同時にど
の程度のパルス波形ひずみを生じているかを数値計算により求め，最後にこれらの伝搬時
間遅延量とパルス波形ひずみ測度の関係を明らかにする ．

受信パルス波形

導出方法

前章で与えられた伝搬路特性は様々な伝搬路の振幅及び位相特性である．また，送信パ
ルス波形はどの送信局においても一定で同じスペクトルを有している．そこで，伝搬路を
一つおよび複数の伝搬路フィルターとみなせ，次式のように送信パルス波形の周波数スペ
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表 積分区間と再生波形精度
積分範囲 ± ± ± ± ± ±

％誤差

クトル と伝搬路特性 の積の逆フーリエー変換で与えられ，次式で与えら
れる．

但し， は時間， は距離を示す．しかしながら，一般的な伝搬路は上式によって解析的
に求めることができないため， 法 を用いた数値積分によって得る．
　次にこの受信パルス波形を近似的に得る場合の近似精度を評価する．ロランシステムの
受信パルス波形は空間波の存在によりパルス立ち上がりより 後方までしか利用でき
ない ．そこで，数値計算の精度も ～ までとし，サンプリング周期
で 次元有限区間に関する の数値積分 分点数 によって送信パルス波形を
再生し，本論文で用いられる近似計算によるパルス波形再生精度を検証する．そのための
精度指標を次式で与える．

但し， は数値積分の計算から得られた送信パルス波形， は送信パルス波形
とする．そこで，まずはじめに適切な積分区間見つけるために行った評価結果を表 に
示す．そこで，本論文では積分区間は± とする．さらに，この積分範囲を用いた
場合の再生パルス波形立ち上がりからの 誤差はすべての 点で誤差は
ほぼ 以内となり，半波最大振幅値はある程度の誤差量を有しているのでその誤
差を％で表 に示す．これらの結果から，振幅がある程度大きくなりパルス波形として
識別可能な 番目の半波以降の振幅値の誤差が ％以内に収まっていることがわかる．
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表 再生波形の半波最大振幅値の誤差
半波番号

半波最大振幅値誤差 ％

簡易伝搬路

一般的な伝搬路における受信パルス波形を求める前に，ここでは伝搬路特性の中の振幅
の非平坦性と位相の非直線性に関して，簡易かつ解析容易ないくつかの伝搬路モデルを導
出し，各々のモデル係数の変化がパルスの伝搬時間遅延量にどの程度の影響を与えるかに
ついて述べる．

振幅の非平坦特性
　振幅の非平坦性の中で，まずはじめに角周波数 について次の 次および 次式で
表される特性を考える．

（一次特性）　

（二次特性）　

但し， は振幅一次特性を表す定数， ，，はそれぞれ振幅二次特性を表す定数，
は パルスの中心角周波数である．受信パルス波形が示すスペクトル
は次式で得られる．

（一次特性）　

（二次特性）　

ここで， および より，一次特性およ
び二次特性の受信パルス波形 ， は次式となる．

（一次特性）　
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（二次特性）　

　

　

次に，二次振幅特性を表す 式を次式で示されるような解析が容易な余弦波状に変
動するリプルに置き換え，モデル化することを試みる．

但し， はリプル振幅係数， はリプル周期係数である． 式で与えられた伝搬路
モデルから求まる受信パルス波形は次式で与えられる．

式より，振幅特性に余弦波状のリプルが存在するばあいには主パルス の前後
± の時刻に正のエコーパルスが生じ，このエコーパルスによって受信パルス
波形がひずまされ，パルス到達時間の基準点である がずれる．そこで，パルス伝
搬時間に遅延が生じていることがわかる．さらに， の変動に最も大きく影響を与
えると考えられる± の時刻にエコーパルスが存在する場合について，
式から求められた受信パルス波形の係数 と の伝搬時間遅延量の関係を図
に示す．その結果，振幅特性の非平坦性により生ずる伝搬時間遅延量は 以

下と比較的小さいことがわかる．
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表 一般的な伝搬路の伝搬特性値
積雪火山地帯 農耕地・淡水 海水

導電率

誘電率

一般的な伝搬路

理想的な微小ダイポール波源から輻射された地表波は，地表にそって伝搬し地表上の回
折領域で得られる垂直電界成分 は前章から次式で与えられる．

ただし， は伝搬距離 海里， は大気の波数 光速 屈折率 ， は大地の導伝率，
は比誘電率， は二次位相係数である．
　そこで，上式における と は垂直電界の振幅成分と二次位相係数による位相
遅れ成分を表しており，これらの数値は ら によってその数値計算結果が与えら
れている．その計算結果は， 帯の周波数領域において数種類の典型的な地表，大気の
伝搬定数をもとに，波源から つの距離 海里 に対して与えられている．
その結果から，特に日本付近の地表の導電率特性 を考慮し特に一般的と考えられる
種類の伝搬路（積雪火山地帯，農耕地・淡水，海水）を選び，各伝搬路の伝搬特性値
を表 に示す．この一般的な伝搬路の振幅および位相特性を表 ～ に，またこれ
らの関係を図 ～ に示す．
図 ～ から，これら振幅および位相特性は 付近の周波数特性に関して 次

関数で近似できることがわかる．さらに解析を容易にするため，各々の 次関数で近似し
た係数を距離に対しても 次関数で近似する．図 ～ に各係数と距離に対する二次
近似曲線を示す．
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包絡線 位相差

は主として受信機の性能評価，あるいは受信機の
米国 規格に合格した受信機で計測可能な送信局からの距離限界の設定のために用い
られるパルス波形のひずみ測度で，次式で定義される．

但し， は を 単位で表している．上式より， は送信アンテナの電流波形を
基準とした場合における，受信パルス波形における包絡線と位相のそれぞれの基準点であ
る と のずれを表していることがわかる．
　次に の決定方法を述べる．この包絡線と位相の基準点のずれは伝搬路特性が分散
性を有している場合に生じ，その大きさはパルスの群速度と位相速度に依存し，ロランシ
ステムでは海上伝搬時に次式となることが実験から得られている ．

但し， は局からの距離 海里 とする．

半波長差

　 節で示したようにロランシステムでは，パルスの到達時間の基準点をそのパルス
包絡線の変曲点付近に選んでいる．そこで，基準点より前方にある包絡線は急峻な立ち上
がりを見せていることから，その波形の持つ周波数成分はパルス波形全体の持つ周波数成
分に比べて中心周波数よりも高い周波数成分を有することが考えられる．一方，基準点よ
り後方にある包絡線は立ち上がりに比べて緩やかに傾斜していることから，基準点より後
方の波形が持っている周波数成分はロランシステムの中心周波数より低い周波数成分が
支配的となる．したがって，伝搬路の周波数特性がロランシステムで用いている送信パル
ス波形の中心周波数である に対して非対象性があれば，それによって受信パルス
波形は包絡線の基準点の両側で異なる影響を受けることになり，異なる波形ひずみを生じ
る．この伝搬路特性の非対象性によって引き起こされる波形ひずみの測度として基準点の
両側の半波長の長さの変化を選び，これを と















数値計算によるひずみ測度の検討

表 均一伝搬路におけるひずみ測度による伝搬時間遅延量の補正効果
データ 平均誤差

伝搬路 個数 補正無し 一次補正 二次補正

積雪火山帯

農耕地・淡水

海水

データ 誤差

伝搬路 個数 補正無し 一次補正 二次補正

積雪火山帯

農耕地・淡水

海水

　 内は 誤差減少率 補正後
補正無し を示す．
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らもちいられている よりも本論文で提案する の方が伝搬時間遅延量との
相関が強く補正効果の面で非常に優れていることが明かとなった．

複合伝搬路におけるひずみと時間遅延量

均一な伝搬路を 法を応用することで複合伝搬路に拡張できることを で述
べた．そこで，前節と同様の数値計算法により複合伝搬路における波形ひずみの変動と伝
搬時間遅延量の変動を評価し，前節の補正法を適応するこでその補正効果を検討する．こ
こで用いる伝搬路モデルは米国で付加的二次位相係数による伝搬時間遅延 補正 の
計算結果を評価するために用いられた伝搬路に類似した伝搬路モデルを用いる．この仮定
伝搬路モデルは前節で与えた 種類の均一伝搬路で構成されるが， 番目の伝搬路は米国
の伝搬路の導電率が に対して と若干異なる．
この複合伝搬路において 海里ごとに得られたパルス波形ひずみと伝搬時間遅延量の結
果を図 に示す．
伝搬時間遅延量は 番目の伝搬路で若干の違いが見られるが，全体的には良く一致して
距離にたいする変化が見られる．また，表 に複合伝搬路における データの平均誤
差， 誤差および誤差減少率を示す．波形ひずみ測度による伝搬時間遅延量の補正効
果は絶対誤差の誤差減少率が ％以下に減少しており，本補正手法が複合伝搬路におい
ても有効であると言える．

結言
本章では３章で与えられた種々の伝搬路の任意の点において受信されるパルス波形を与

える計算法を述べ，得られたパルス波形を伝搬時間遅延量およびパルス波形歪みを評価し
た．さらに，一般的な均一伝搬路に本手法を適応し，均一伝搬路の特性を明らかにし，次
にパルス波形ひずみ測度として従来から用いられている包絡線 位相差 および本論
文で提案する半波長差 の定義した．また，上述の方法と同様に仮定した簡易
伝搬路特性において数値計算と近似解析解結果を比較することにより，ひずみ測度の観点
から本提案手法を評価し妥当性を検証した．さらに，波形ひずみ測度をこれを一般的な均
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表 複合伝搬路におけるひずみ測度による伝搬時間遅延量の補正効果
データ 平均誤差

伝搬路 個数 補正無し 一次補正 二次補正

複合伝搬路モデル

データ 誤差

伝搬路 個数 補正無し 一次補正 二次補正

複合伝搬路モデル

　 内は 誤差減少率 補正後
補正無し を示す．

一伝搬路および複合伝搬路に適用し，一般的な均一伝搬路を伝搬するパルス波形のひずみ
測度と伝搬時間遅延量非常に強い相関性を有し，一次および二次回帰式により補正が可能
であること，波形ひずみ測度では従来からもちいられている よりも本論文で提案す
る の方が伝搬時間遅延量との相関がより強く補正効果の面で非常に優れている
こと，複合伝搬路に本手法を適用した結果から，波形ひずみ測度による伝搬時間遅延量の
補正は相当な効果が期待でき，本手法によりロランシステムにおける絶対誤差を改善する
ための有効な手法であることを明らかにした．
伝搬路はパルス波形に伝搬時間遅延量を引き起こし，ロランシステムの絶対測位精度に影
響を与える．本章では，この波形ひずみ測度として を提案し，従来から用いら
れている とともにこれら波形ひずみ測度を用いて伝搬時間遅延量を補正することが
できることを一般的な均一伝搬路において数値計算によって示し，複合伝搬路に対してこ
れを適応した．その結果， および を用いた補正で約 ％以下に誤差を減
少させることが可能であることを示した．
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補正

緒言
前章において，従来から用いられている と本論文で提案する の つの

パルス波形ひずみ測度によってロランシステムの絶対誤差の主因である伝搬時間遅延量を
補正し，誤差を ％以下に縮めることを数値計算によって検証し，その可能性が十分に
あることを示した．そこで，本章では波形ひずみの計測方法を用いてこれら つの波形ひ
ずみをどのようにして計測するのか，またこれらの測度の雑音特性を示すことで実用化に
向けた検討を行う．さらに，提案する遅延時間の補正システムを用いた実験結果も併せて
述べる．

パルス波形ひずみの計測
ここでは， および の具体的な計測方法を述べる．基本的に は

位相の零クロス点間の時間の計測であることから計測は容易であると考えられその計測
方法も単純である．一方 はその定義から様々な計測法が考えられる．

包絡線 位相差 の計測法

の計測方法に関してその様々な計測法の中から において送信パルス波形の
を制御するために用いられている方法 ， 簡易に を推定する方法，

をより詳細に求める方法の 通りの方法があり，各々の方法にはそれぞれ利点と欠点を有
している．まず一番目の送信パルス制御法は各サイクルの半波最大振幅値を用いる方法で
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送信パルスを規定している推定法であることから，本手法が 計測において最もオー
ソドックスな手法であるが，波形計測において半波最大振幅値を実際の計測で得ることは
困難を要する．次いで簡易法であるがこの手法は手軽で計測には最も適しているが，パル
ス包絡線の最大値を用いるため空間波の影響を受けてしまい計測値の信頼性の点で劣る．
最後に精密法は，信頼性は最も高いが計測にはかなりの計算量を要するが，本論文では主
として本手法により解析を行う．このように，一長一短があり，ここでは後半の簡易法お
よび精密法を以下に述べる．

簡易法 受信パルス波形の包絡線出力 を信号成分の包絡線 と雑音成
分 に分解して考える．但し，雑音成分は平均値 ，分散 の白色性 雑音
と仮定する．そこで，

但し， は信号成分の最大振幅値， は送信周波数， は とする．
　受信信号 に対してある任意の時刻をサンプリング点としその時刻を とする．
その任意のサンプリング点において受信信号 が正または 零の値をもつ確率 ，
と負の値を持つ確率 を考える．そこで， となる．この正の値を持つ
確率と負の値を持つ確率の差の確率を とし，雑音の確率密度関数を とする．
そこで，

ここで，雑音の確率変数 について， なる変数変換を行う．次に雑音成分が
以下の値を有するような確率分布関数 を考えると，
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上式の積分項を一次近似すると

そこで，受信信号包絡線波形の信号成分が最大振幅値を有する時点
における と の関係は次式で与えられる．

さらに，包絡線最大振幅値での正負の確率の差の実測値を とすると，理論値 と
実測値 の差をの二乗を評価関数とし，この評価関数を最小とする を求
めると次式となる．

さらに上式で求まる の推定値 を用いて，次に前述の評価関数を最小にすべ
く を 法 で求める．従って，パルス包絡線の最大振幅値の正負の確率を
計測することで， の推定値である と の推定値である が求まること
となる．
　そこで，本手法は計測が最も簡易であるが， と の推定はパルス波形に空
間波が混入するパルス立ち上がりより 後方の振幅を用いていることから，この
推定値は地表波対空間波の比が大きいときにのみ成り立ち，その場合に限り正しい値
となる．
精密法 ：　本手法による計測法は，パルス波形を計測・収録するハードウェアー
パートと，収録されたパルス波形から波形ひずみを求めるためのソフトウェアーパー
トで構成され，各々の概略を図 と図 に示す．ハードウェアーパートは つの
受信アンテナを持ち，一方のアンテナはロラン受信器用でもう一方のアンテナは波形
計測・収録用である．まずロラン受信器にてロランチェーンに割り当てられたパルス
繰り返し周期に同期しかつ受信パルス波形の に同期するトリガーパルスを生成
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表 実験 によって得られた停泊時の測定結果
停泊地 東京港 渥美湾 津港 神戸港

受信局

データ数

伝搬距離 海里

海上伝搬距離 海里

陸上伝搬距離 海里

平均値

標準偏差

平均値

標準偏差

時間差誤差 平均値

標準偏差

ただし，測地系は を用いた．

また，時間差誤差とは停泊位置における計算上の時間差と計測した時間差の差を意味する．
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を次式に示す．

ここで， は時間差の 補正値 μ秒， ， は主局の 計測値 μ
秒 と主局からの距離 海里， ， は二次局の 計測値 μ秒 と二次局か
らの距離 海里 をそれそれ示す．
　さらに本実験では東京 神戸間の航行中レーダーおよびジャイロコンパスを用いた
測位結果との比較を行った．測位は約 分間隔で行い データを収集した．これら
データの内容は航行中レーダーおよびジャイロコンパスを用いた測位結果，北西太平
洋チェーン（ ）の主局（ ）と二次局（ ， ）からのパルス信号の ，
およびパルス到達時間差であり，上記のパルス到達時間差の 修正式を用いて修
正を行った結果，以下のことがわかった．

北西太平洋チェーン（ ）内で伝搬路上に陸上が多い太平洋岸で， 固定点
（停泊時）の測定結果を用いてパルス到達時間差の 修正を行った結果，時
間差測定値に含まれる誤差の平均値の偏りが に減少した．

レーダーおよびジャイロコンパスによる方法では測位のばらつきがロランシス
テムより大きいためにもっと精度の良い測位システムを用いる必要がある．

実験
　第 回目の実験は昭和 年 月 日～ 月 日の間，名古屋 苫小牧間に就航
している太平洋フェリー「いしかり」にロラン， 受信器を搭載し，北西太平洋
チェーン（ ）の主局と二次局（ ， ）からのパルス信号の ， および
パルス到達時間差および で得られた測位結果を記録した．測定海域の選定に
当たっては， の再現性や伝搬特性の検討を容易にするために
往復ほぼ同一航路を航行する航路であること．
航路内に海上伝搬のみによる伝搬路および海上陸上の複合伝搬路が混在している
こと．

の 要件から決定した．本実験で得られた停泊時の測定結果を表 に示す．また，
航行時の 計測値と各計測点における海上，陸上の伝搬距離から，途中に陸上伝
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表 実験 によって得られた停泊時の測定結果
停泊地 仙台港（往航時） 仙台港（復航時） 苫小牧港

受信局

平均値

標準偏差

時間差誤差 平均値

標準偏差

ただし，測地系は を用いた．また，時間差誤差とは停泊位置における計算上の時間差と

計測した時間差の差を意味する．

搬があるために生じる 変化量を示す 式を用い，停泊時の固定点データと
で得られた位置を基準とした航行時のデータを比較することで，パルス到達時

間差の 修正量の関係を求めた結果を次式に示す．

ここで， は時間差の 補正値 μ秒， ， は主局の 計測値 μ
秒 と主局からの距離 海里， ， は二次局の 計測値 μ秒 と二次局か
らの距離 海里 をそれそれ示す． さらに，本実験で得られた による位置と比
較した場合の本手法による修正効果を表 に示す．以下に実験 の結果を要約する．

モデルの妥当性を検討し，陸上伝搬に起因する の距離特性を示した．

時間差測定値に計測した による修正を行うと で得られた測位結果に
近づき，その傾向は伝搬路に陸上伝搬を多く含む場合に顕著に現われている．

の計測値が往復の航海時にほぼ同じ値を示していることから に再現
性が見られた．

実験
　本実験は平成 年 月～ 月にかけて新しく開発したロラン受信パルス計測システ



実験結果と考察

表 実験 ： による位置と比較した場合の修正効果
　 海上伝搬路 海陸複合伝搬路

　 合計 合計 総合計

データ数

時間差誤差 平均値

補正前 標準偏差

時間差誤差 平均値

補正後 標準偏差

ただし，測地系は を用いた．

ムの評価を行う目的で行った．本収録システムを本学（神戸商船大学）第２本館屋上
にアンテナを設置し波形の収録を行った結果と，常時データの記録が行われている海
上保安庁のロランモニター局 において収録されたデータの比較を行った．送
受信局の配置を図 に示す． における計測データは チェーン全ての送信
局からの信号の および であった．本学における計測データは 局からの受
信パルス波形であり，その後ソフトウェアで の推定値および ，
の計測値を求める．本実験によって得られた結果を表 に示す．
また，これらの結果から得られる の距離特性を図 に，各測定地における

の変動を図 に，神戸における の計測結果を図 示す．
以下に実験 の結果を要約する．

本ロラン受信パルス収録システムによって得られた 推定値を海上保安庁が
設置しているロランモニター局で得られた測定値と比較した結果，距離特性か
らみてかなり良好な結果を示している．

本システムから得られた 値の時間的な変動はモニター局の と比べか
なり大きなばらつきを有しており，この点からパルス平滑化の個数を増すと同
時にロラン受信器のトリガーパルスの精度を他の時間基準（例えば原子時計な
ど）を用いる必要があると考えられる．
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本システムによる の計測は十分な精度で行われており，今後は測定点
を移動させさらに多くのデータを収録し評価する必要がある．

実験
　本実験は実験 において評価されたロラン受信パルス計測システムにトリガーパル
スの精度をさらに向上させるために必要な 原子局部発振器を付加し，さら
に定点および移動点の 箇所に同一の測定システムを設置し移動時のデーターを収録
することを目的に行った．実験 から実験 の間にロラン送信局の環境が大きく変化
し，わが国をカバーするように設置されていた北西太平洋チェーンは の管轄
から海上保安庁の管轄に移管されるのに伴って，従来硫黄島に設置されていた主局が
新島に移動され，さらにグァム島に設置されていた 二次局が廃止された．
　平成 年 月～ 月の本学第 本館および練習船「深江丸」に本システムを深江丸
の夏期の研究航海に合わせ設置した．本航海は神戸港を出港後，紀伊水道を南下し，
四国沖，大隅半島（鹿児島）沖を経由し長崎港に停泊，その後佐世保港，博多港で停
泊した後に，関門海峡を通航し瀬戸内海に入り，安下庄湾（山口県屋代島）仮泊，尾
道港，高松港で停泊し，神戸港に帰港した．その間， 二次局（沖縄：慶佐次）か
らのパルス波形と ， および による時間差測定結果から得られる位置
（緯度，経度）を収録した．本実験の航行海域の概要を図 に，本実験に用いた測
定システムを図 に示す．また，本実験により得られた停泊時の結果を表 に示
す．さらに停泊時における ， の距離特性を図 に示す．これらの結
果より，停泊時の結果においては ， ともに負の傾きを有する直線の距
離特性が見受けられ，実験 に用いた海上保安庁モニター局による結果と比較しても
本システムが非常に優れたものであり，波形ひずみの推定および計測がより精度良く
行えていることを示している．
　次に航行中に計測された波形に基づき の推定および の計測の距離
特性の結果を図 と図 に示す． の航行中の計測結果に比較的近距離（
海里以内）において伝搬距離が短くなるにつれて下がる傾向を有しているが，これは
送信局に近づくにつれてパルス信号強度が強くなり，波形計測システムの 変換
部におけるダイナミックレンジが信号強度の変化に追従できていないために収録波形
の信号振幅に飽和状態 が生じ収録波形をひずませたことが原因と考えら













結言

本システムによって得られた停泊時の および の距離特性を示
した．

航行時では は計測の不備から良い結果が得られなかったが， は伝
搬路モデルを用いて数値計算により得られた結果を用いて が可能であ
ることを示した．このことにより，数値計算による結果が正確であると検証され
たとも考えられ，パルス波形ひずみ測度による伝搬遅延量補正（ ）
の可能性が高まったと考えられる．

本実験で不足していると考えられることは との測位比較を行っていない
点であり，今後は 計測の不備な点を解消すると同時にディファレンシャル

による測位と比較する必要がある．

結言
本章ではまずはじめに本論文で提案する つの波形ひずみである および

の具体的な推定，計測方法を述べ，これらの方法により実際に実験を行う場合に必要とさ
れる各波形ひずみの雑音特性を明かにした．さらに，ロランシステムにおける絶対測位精
度を改善するために必要な補正システムを提案し，併せて今まで行ってきたロランシステ
ムにおける絶対測位精度を改善に関する過去 回の実験の概要およびその結果および考
察をまとめて述べた．それらの実験の結果から，本論文の結論から伝搬遅延量補正（

）が実用上十分に可能であることを示唆しており，今後さらに充実させ進める
必要があると言える．
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　本論文はロランシステムにおける測位精度改善に関する研究成果をまとめたものであ
り，ロランシステムの絶対測位精度を再帰性測位精度に近づけるために必要な伝搬時間遅
延量の補正を受信パルス波形ひずみを用いて補正する手法を提案し，それに関し種々の問
題点を検討し考察した．以下に本研究によって得られた結果を総括して述べる．

ロランシステムに関する諸問題を明らかにし，それらの諸問題に対する対応策を検討
し，測位誤差を定性的に分類しそれらの誤差要因を明確にするとともに，誤差を定量
的に評価した．また，測位精度の絶対精度を再帰性精度に近づけるための手法を示し
た．

帯電磁波の伝搬において，分散性を有する均一伝搬路の分散特性（二次因子）を
周波数および伝搬距離の関数で近似し，均一伝搬路からより複雑な伝搬路に拡張する
ために，複合伝搬路の分散特性を求める方法を示した．

数値計算により受信パルス波形を導き計算結果の妥当性を検証し，パルス波形ひずみ
測度として包絡線 位相差 および半波長差 を提案した．また，パ
ルス波形のひずみ測度と伝搬時間遅延量が非常に強い相関性を明示し，波形ひずみ測
度による伝搬時間遅延補正の可能性を示した．さらに，ロランシステムにおける絶対
誤差を改善するための有効な手法であることを示した．

ロランシステムにおけるパルス波形ひずみの計測法を与え，提案したパルス波形ひず
みの計測における雑音特性を明らかにした．また，今後のロランシステムにおける伝
搬時間補正システムを提案し，伝搬時間補正システムの有効性を検証するための基礎
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的な実験結果から本研究の将来展望および次なる課題を明らかにした．

　以上，本論文の成果が，一度事故を起こすことによって失われるかけがえの無い人命お
よび財産さらには地球環境を守るために，常に安全なる を心がけている船舶
を主とした移動体の に多少なりとも助けになることを願って，本論文の結びと
する．



記 号 表
： 主局 二次局 間距離
： 主局 受信点 間距離
： 二次局 受信点 間距離

： パルス波の伝搬速度
： 主局と二次局間の到達パルスの時間差
： 二次局が主局からのパルスを受信した後に，

次のパルスを送信するまでの時間遅れ量
： 主局がパルスを送信した後に二次局がパルスを

送信するまでの時間を
： 緯度
： 経度
： 地表上の２地点間の大圏距離
： 地球の赤道半径
： 回転楕円体による補正項
： 地球の離心率
： 局からの距離

： ロランシステムの送信局における送信パルス波形アンテナ電流
： 受信電界

： 角周波数
： ロランシステムにおけるパルス搬送波角周波数
： 相互相関係数
： 標準偏差
： 幾何学的精度発散
： 真空中の誘電率
： 真空中の導磁率
： 電磁波の位相速度
： 波数
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： 波長
： 周期
： 遮断周波数
： 位相の変化率
： 包絡線の伝搬速度
： ヘルツダイポールからの電磁波の輻射を考えた場合の

波源を表すソースベクトル
： ヘルツベクトル
： 透磁率
： 電流源
： 真空中の光速
： 媒質の屈折率
： 地球中心から外向きの単位ベクトル
： 電流源の振幅
： 導電率
： 地球中心からの距離
： 地表上における波源からの角距離
： 一次場としてあたえられる自由空間における電界
： 二次因子
： 大気中の波数
： スカラー電界
： 送信局のアンテナ高
： 受信局のアンテナ高
： ロランシステムにおける送信パルス波形の周波数スペクトル
： 伝搬路の周波数特性

： ロランシステムにおける受信パルス波形が示すスペクトル
： ロランシステムにおけるパルス波形の振幅一次特性を表す定数
： ロランシステムにおけるパルス波形の振幅二次特性を表す定数
： ロランシステムにおけるパルス波形の振幅二次特性を表す定数



： リプル振幅係数
： リプル周期係数
：
： 前の半波長の長さ
： 後の半波長の長さ
： 伝搬時間遅延量
： 受信信号
： 受信パルス波形の包絡線出力
： 受信パルス波形の信号成分の包絡線
： 受信パルス波形の雑音成分（平均値 ，分散 の白色性 雑音と仮定）
： 任意のサンプリング点における受信信号 が正または零の値をもつ確率
： 任意のサンプリング点における受信信号 が負の値をもつ確率
： の確率密度関数
： 確率分布関数
： の推定値

： の推定値
： 受信器の位相追尾ループの加速度係数
： 量子化誤差の標準偏差
： 量子化レベル
： 平滑化パルス数
： 海上伝搬距離
： 陸上伝搬距離
： 時間差の 補正値



第 章 結論

：
：
：
：

：
：

：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：
：



：
：
：





図 目 次

一組の主局と二次局による位置の線
日本近海の送信局配置
主局および二次局の送信パルス
送信パルス波形
パルス基準点
送信パルス波形の電力・位相スペクトル
一般的な 受信機構成
の検出法

二本の位置の線による誤差
本の双曲線の誤差
局との交角と の関係

複合伝搬路
複合伝搬路の振幅変動例
複合伝搬路の位相変動例

振幅非平坦特性と伝搬時間遅延量の関係
位相非直線特性と伝搬時間遅延量の関係
距離 海里における伝搬路振幅位相特性
距離 海里における伝搬路振幅位相特性
距離 海里における伝搬路振幅位相特性
距離 海里における伝搬路振幅位相特性
距離に対する積雪火山帯の伝搬路振幅位相特性
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距離に対する農耕地・淡水域の伝搬路振幅位相特性
距離に対する海水域の伝搬路振幅位相特性

の概要
による数値積分評価

による数値積分評価
一般的な伝搬路における の変化
一般的な伝搬路における の変化
波形ひずみと伝搬時間遅延量の関係（海上）
波形ひずみと伝搬時間遅延量の関係（農耕地・淡水）
波形ひずみと伝搬時間遅延量の関係（積雪火山帯）
複合伝搬路における伝搬時間遅延量と補正後の残余誤差

精密計測に関するハードウェア
精密計測に関するソフトウェア

計測のブッロク図
計測のブッロク図
， および の雑音特性
の精密推定法における最適なサンプリング数
と の雑音特性

伝搬時間補正システムブロック線図
の距離特性（実験１）

実験 の送受信局配置
の距離特性（実験 ）

各測定地における の変動
神戸における の計測結果
実験 の航海概要
実験 の収録システム
実験 における と の距離特性
航行時の 距離特性
航行時の 距離特性



の補正効果





表 目 次

地上系航法システムの比較
衛星系航法システムの比較

の概要
測地系

積分区間と再生波形精度
再生波形の半波最大振幅値の誤差
一般的な伝搬路の伝搬特性値
距離 海里における伝搬路振幅位相特性
距離 海里における伝搬路振幅位相特性
距離 海里における伝搬路振幅位相特性
距離 海里における伝搬路振幅位相特性
均一伝搬路におけるひずみ測度による伝搬時間遅延量の補正効果
複合伝搬路におけるひずみ測度による伝搬時間遅延量の補正効果

実験 によって得られた停泊時の測定結果
実験 によって得られた停泊時の測定結果
実験 ： による位置と比較した場合の修正効果
実験 の測定結果
実験 の停泊時の結果

の 補正効果
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